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地震災害から生産活動を守るための方策の提言
～ 生産活動の側面から進める国土強靱化 ～

東日本大震災や熊本地震では、サプライチェーンの寸断により、人々の生命・生活の維持に必要不可欠である生
産活動の場が長期間にわたり停止し、市民生活に大変大きな影響を与えた。また、南海トラフ地震の発生が危惧さ
れており、特にわが国のものづくりの中核を担う中部圏においては、発生した際の産業界への被害は甚大なものに
なると予想される。しかしながら、企業は、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定はもとより、耐震化対策やサプライチェーン
対策を十分に講じているとは言い難い。また、政府は国土強靱化の施策整備を進めているが、「人命を守る」ための
施策に比べ、「生産活動を守る」ための施策の整備は進んでいない。そこで、「平素からの事前対策」を中心に、企業
の地震対策を促進する政府等の支援策のあり方について提言する。

検討のための基礎情報は、中経連および岡崎・豊田・四日市の商工会議所にもご協力いただき、各会員企業を
対象として、非常に大規模なアンケート調査およびヒアリング調査にて収集した。

（１）調査によって把握された事実
アンケート・ヒアリング調査の結果から、大規模地震への関心や取り組み姿勢に関する事実、具体的な取り組み
の進み具合に関する事実、対策が進みにくい背景事情に関する事実、国・地方自治体等への期待に関する事実、
その他の認識すべき事実について整理している。企業の大規模地震への関心は全体的に高いものの、さまざまな
要因により地震対策が十分に進められていないことが調査を通じて改めて把握できた。

（２）事実を踏まえた問題および克服に向けた課題の整理
調査で得られた事実を踏まえて、①中小企業の大多数がそもそも対応策を持っていない、②対応の基本である

自社設備対策が打てていない、③サプライチェーン対策は個社の自助努力に限界がある、④集団的地震対策は
策定事例が少ないうえ実効性にも懸念がある、⑤企業は機能不全波及の社会全体の俯瞰ができていない、という
５つの視点から課題を整理している。

（３）具体的な防災・減災推進方策の提言
整理した課題について、解決に向けた方策とその方策に対応する具体的な支援策等を提言している。

中経連は、「地震災害から生産活動を守るための方策の提言」を取りまとめた。今後、首相をはじめ内閣関係
閣僚、地元選出の与党議員、関係省庁、地方自治体等、各方面への要望を行う。提言書の概要は以下のとおり。

本書作成の目的

以下の４点を目的に本書をまとめた
１．防災・減災対策を産学官が一体となり着実に推進実行し、被害の最小化を目指す
２．従来の人命確保に加え、社会生活の根本である産業基盤の維持確保および早期復旧への意識を共有
３．防災・減災税制の実現により、企業の地震対策を促進
４．本書の活用を通じあらゆる場面・機会を捉え、防災・減災対策の重要性を訴求

1 趣旨　

2 本書の構成　
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3 本書の要点　

【調査により得られた課題】 【課題解決の方針】 【具体的な提言】

背景・原因

●きめ細やかな地震対策チェック
リストの作成および周知

●ものづくり補助金等における地震
対策枠の追加

●耐震設備投資を促進する優遇税
制の創設

●自社設備の耐震診断受診の勧奨
●経営トップに対するセミナーの
実施　等

　

●地震対策と他の付加価値の複合
の誘導　等
－既存の補助金や設備投資に関する税制
等において、本来の目的に地震対策がプ
ラスされた場合、補助率や減税の料率を
高める措置

●インフラ・ライフラインにおける地
震対策の強化

●生産レジリエンス※向上のための
設備投資を減税の対象行為と
する　等
※生産レジリエンス：災害等の外力に対する
生産システムの抵抗力

●企業や個人等からなる集団の結成
を促す

●集団からの届け出内容に応じた
支援　等

●各種シナリオの作成および周知
－回避したい事態や実現したい事態に
ついて
－インフラ・ライフラインの機能不全と回
復について

－サプライチェーンを介した機能不全の
拡大と収束について

企業の自主性を引き
出し、自助努力を後押
しする

地震対策を価値創造
的（利益創造的）な対
策へと誘導する

企業の自助努力を超
える対策を補完する

集団的地震対策を奨
励する

回避したい事態や実
現したい状態をわかり
やすく示す

背景・原因

背景・原因

背景・原因

背景・原因

【問い合わせ：調査部】

■中小企業の大多数がそもそ
も対応策を持っていない

●関心やリスク認識が低い、訪
れる事態の見当がつかない

●地震対策の経営上の優先順
位が低い

1

■対応の基本である自社設備
対策が打てていない

●地震対策のためのヒト、カネ、
情報が不足している

●価値創造的（利益創造的）で
はないと認識されている
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■サプライチェーン対策は個
社の自助努力に限界がある

●自社対策よりはるかに困難
●Tier１より先の企業との協調
は無理
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■集団的地震対策は策定事例
が少ないうえ実効性にも懸
念がある

●利害関係が複雑に絡み集団の
形成が難しい
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■企業は機能不全波及の社会
全体の俯瞰ができない

●直接の取引相手以外には想像
が及びにくい
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